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平成３１年度大津町工業用水道事業会計予算 
 
（総則） 

第１条 平成３１年度大津町工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
 

（業務の予定量） 
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 
 （１） 給 水 事 業 所 数               ６事業所 
 （２） 年 間 総 給 水 量       １，０９８，０００立方メートル 
 （３） 一 日 平 均 給 水 量           ３，０００立方メートル 
 
 
 （収益的収入及び支出） 
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 
第１款  工 業 用 水 道 事 業 収 益        ６１，２１１千円 

第１項  営 業 収 益         ５９，６９３千円 
第２項  営 業 外 収 益           １，５１８千円 
第３項  特 別 利 益             ０千円 

 
支   出 

第１款  工 業 用 水 道 事 業 費        ６７，７１３千円 
第１項  営 業 費 用          ６２，６５５千円 
第２項  営 業 外 費 用         ２，０５８千円 
第３項  特 別 損 失                    ０千円 
第４項  予 備 費          ３，０００千円 

 
 
 （資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１９２，５５５千円は、減債積立

金３０５千円、損益勘定留保資金及び利益剰余金１９２，２５０千円で補てんするものとする）。 
 

収   入 
な   し 

 
                                         

        ―予１― 



―予２― 
 
 

支   出 
第１款  資 本 的 支 出       １９２，５５５千円 

第１項  建 設 改 良 費       １８７，２５０千円 
第２項  企 業 債 償 還 金           ３０５千円 
第３項  予 備 費         ５，０００千円 

 
 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 
第５条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。 
 （１） 職員給与費（法定福利費を含む）       ９，２１８千円 
 
 （利益剰余金の処分） 
第６条 繰越利益剰余金のうち３０５千円は、次のとおり処分するものと定める。 
 （１） 減 債 積 立 金                 ３０５千円 
 
 
 

平成３１年 ３月  日提出 
 
                                 大津町長  家 入   勲 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平 成 ３ １ 年 度 
 

大津町工業用水道事業会計予算に関する説明書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



                                                 ―説１― 
 

平成３１年度大津町工業用水道事業会計予算実施計画 
 

収 益 的 収 入 及 び 支 出 
 

収 入 
款 項 目 予定額（千円） 備  考 

１ 工 業 用 水 道 
  事 業 収 益 

  ６１，２１１  

１ 営 業 収 益 
 ５９，６９３  

１ 給 水 収 益 ５９，６９２  
２ そ の 他 の 営 業 収 益 １  

２ 営 業 外 収 益 

 １，５１８  
１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 １０  
２ 長 期 前 受 金 戻 入 １，５０６  
３ 雑 収 益 １  
４ 消 費 税 還 付 金 １  

３ 特 別 利 益 

 ０  
１ 過 年 度 損 益 修 正 益 ０  
２ 長 期 前 受 金 戻 入 ０  
３ そ の 他 特 別 利 益 ０  

 
  支 出 

款 項 目 予定額（千円） 備  考 
 
 
 
 
 

１ 工 業 用 水 道 
  事 業 費 

  ６７，７１３  
 
 
 
 
 

１ 営 業 費 用 

 ６２，６５５  

１ 原 水 費 ３２，５２０  

２ 配 水 及 び 給 水 費 １，１３８  

３ 総 係 費 １５，１５５  
 
 



 

 

 

４ 減 価 償 却 費 １３，８４１  
５ 資 産 減 耗 費 ０  
６ そ の 他 営 業 費 用 １  

２ 営 業 外 費 用 

  ２，０５８  
１ 支払利息及び企業債取扱諸費 ５７  
２ 消費税及び地方消費税 ２，０００  
３ 雑 支 出 １  

３ 特 別 損 失 

 ０  
１ 減 損 損 失 ０  
２ 過 年 度 損 益 修 正 損 ０  
３ そ の 他 特 別 損 失 ０  

４ 予 備 費 
 ３，０００  
１ 予 備 費 ３，０００  

 
資 本 的 収 入 及 び 支 出 

  収 入   なし 
 
  支 出 

款 項 目 予定額（千円） 備  考 

 １ 資 本 的 支 出 

  １９２，５５５  

１ 建 設 改 良 費 
 １８７，２５０  

１ 工業用水道建設改良費 １８７，２５０  

２ 企業債償還金 
 ３０５  

１ 企 業 債 償 還 金 ３０５  

３ 予 備 費 
 ５，０００  

１ 予 備 費 ５，０００  
                                             

 
―説２― 



―説３― 
 
 

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 

（平成 31 年 4 月 1 日から平成 32 年 3 月 31 日まで） 

 

（単位：円） 

１．業務活動によるキャッシュ・フロー   ２．投資活動によるキャッシュ・フロー  

   当年度純損失 △1,500,618     有形固定資産の取得による支出 △187,250,000 

   減価償却費 13,840,618    投資活動によるキャッシュ・フロー △187,250,000 

   長期前受金戻入額 △1,506,000    

   受取利息及び受取配当金 △10,000  ３．財務活動によるキャッシュ・フロー  

   支払利息 57,000     企業債の償還による支出 △304,485 

   未払金の増加額 190,142    財務活動によるキャッシュ・フロー △304,485 

     小計 11,071,142    

   利息及び配当金の受取額 10,000   資金増加額 △176,530,343 

   利息の支払額 △57,000   資金期首残高 239,424,831 

  業務活動によるキャッシュ・フロー 11,024,142   資金期末残高 62,894,488 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 



 
 

給 与 費 明 細 書 
 

１ 総括 

区 分 

職 員 数 給 与 費 
法定福利費 
（千円） 

合  計 
（千円） 特別職 

（人） 
一般職 
（人） 

その他 
（人） 

給 料 
（千円） 

報 酬 
（千円） 

手 当 
（千円） 

計 
（千円） 

本 
年 
度 

損 益 勘 定 
支 弁 職 員 ０ ５ 

(兼務４) １ ４，０２２ １，０９４ ２，７７２ ７，８８８ １，３３０ ９，２１８ 

資 本 勘 定 
支 弁 職 員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

合 計 ０ ５ 
(兼務４) １ ４，０２２ １，０９４ ２，７７２ ７，８８８ １，３３０ ９，２１８ 

前 
年 
度 

損 益 勘 定 
支 弁 職 員 ０ ５ 

(兼務４) ０ ４，５５８ ０ ３，１６０ ７，７１８ １，５５０ ９，２６８ 

資 本 勘 定 
支 弁 職 員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０     ０ ０ 

合 計 ０ ５ 
(兼務４) ０ ４，５５８ ０ ３，１６０ ７，７１８ １，５５０ ９，２６８ 

比 
 

較 

損 益 勘 定 
支 弁 職 員 ０ ０ １ △５３６ １，０９４ △３８８ １７０ △２２０ △５０ 

資 本 勘 定 
支 弁 職 員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

合 計 ０ ０ １ △５３６ １，０９４ △３８８ １７０ △２２０ △５０ 
 

手 当 の 
内 訳 

区  分 扶養手当 
（千円） 

住居手当 
（千円） 

通勤手当 
（千円） 

児童手当 
（千円） 

期末勤勉 
手 当 
（千円） 

時 間 外 
勤務手当 
（千円） 

退職手当 
（千円） 

本年度 １９８ ０ ２４ １２０ １，６０６ １００ ７２４ 

前年度 ２７６ ０ ２４ ０ １，９３９ １００ ８２１ 

比 較 △７８ ０ ０ １２０ △３３３ ０ △９７ 
 

                                                 ―説４― 



―説５― 
 
 
 ２ 給料、手当及び法定福利費の増減額の明細 

区 分 増 減 額 増減額事由別内訳 説 明 

給  料 （千円） 
△５３６ 人事異動に伴う減少分 △５３６ 平均昇給率１．３３％ 

手  当 △３８８ その他の減少分 △３８８ 扶養手当、期末勤勉手当、退職手当 

法定福利費 △２２０ その他の減少分 △２２０ 職員共済組合負担金 

 
 
 
 ３ 給料及び手当の状況 
 

（１） 職員１人当たり給与 
区 分 事 務 ・ 技 術 職 

平成３１年４月１日現在 

平 均 給 料 月 額   （円） ３２４，８００ 

平 均 給 与 月 額   （円） ３５４，１００ 

平 均 年 齢   （歳） ４４ 

平成３０年４月１日現在 

平 均 給 料 月 額   （円） ３７６，５８５ 

平 均 給 与 月 額   （円） ４０１，５８５ 

平 均 年 齢   （歳） ５０ 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
  （２） 初任給 

区    分 事  務  職   （円） 一般会計の制度  （円） 

一 般 職 
高 校 卒 １４８，６００ １４８，６００ 
短 大 卒 １６１，３００ １６１，３００ 

行 政 職 大 学 卒 １８０，７００ １８０，７００ 
 
  （３） 級別職員数 

区    分 事       務         職 
級 職員数 （人） 構成比 （%） 級 職員数 （人） 構成比 （%） 

平成３１年４月１日現在 

１級   ６級   
２級   ７級   
３級 １ １００    
４級      
５級   計 １ １００ 

平成３０年４月１日現在 

１級   ６級   
２級      
３級      
４級 １ １００    
５級   計 １ １００ 

 
（級別の標準的な職務内容） 

事 務 職 

７   級 ６   級 ５   級 ４   級 

部長の職務及びその職務内容

等がこれと同程度のものとし

て長が規則で定める職の職務 

課長の職務及びその職務内容

等がこれと同程度のものとし

て長が規則で定める職の職務 
課長補佐の職務 

主幹の職務及びその職務内容

等がこれと同程度のものとし

て長が規則で定める職の職務 

３   級 ２   級 １   級  

係長、参事、主査の職務 
特に高度な知識経験を必要と

する業務を行う主事、技師の

職務 

主事、技師の職務 
（２級に掲げる職員を除く）  

 

 
 

―説６― 



―説７― 
 
 

（４） 昇給 

本 
 
年 

 
度 

区         分 合     計 事  務  職 
職     員     数   （A） （人） １ １ 
昇 給 に 係 る 職 員 数   （B） （人） １ １ 

号 級 数 別 内 訳 

２号級 （人） 
４号級 （人） 
６号級 （人） 
８号級 （人） 

 
１ 
 
 

 
１ 
 
 

比 率   （B）／（Ａ） （%） 100.0 100.0 

前 
 
年 

 
度 

職     員     数   （A） （人） １ １ 
昇 給 に 係 る 職 員 数   （B） （人） １ １ 

号 級 数 別 内 訳 

２号級 （人） 
４号級 （人） 
６号級 （人） 
８号級 （人） 

 
１ 
 
 

 
１ 
 
 

比 率   （B）／（Ａ） （%） 100.0 100.0 
 
  （５） 期末手当、勤勉手当 

区  分 支 給 期 別 支 給 率 支給率計 
（月分） 

職制上の階級、職務 
等級による加算措置 備 考 

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） 
本  年  度 ２．２２５ ２．２２５ ０ ４．４５ 有  
前  年  度 ２．１２５ ２．２７５ ０ ４．４０ 有  
一般会計の制度 ２．２２５ ２．２２５ ０ ４．４５ 有  

 
（６） その他の手当 

区      分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容 
扶 養 手 当 同 じ  
住 居 手 当 同 じ  
通 勤 手 当 同 じ  
児 童 手 当 同 じ  

 
 
 



 
 
 

平成３１年度 大津町工業用水道事業会計 予定貸借対照表 
（平成 32 年 3 月 31 日） 

 
 円  円  円  円 

資 産 の 部 
１ 固定資産        

（１）有形固定資産        

 イ 土地   10,844,120     

  ロ 建物 24,221,478       

    建物減価償却累計額 △7,990,349  16,231,129     

  ハ 構築物 381,856,826       

    構築物減価償却累計額 △145,024,063  236,832,763     

  ニ 機械及び装置 265,868,201       

    機械及び装置減価償却累計額 △137,663,603  128,204,598     

     有形固定資産合計     392,112,610   

固定資産合計       392,112,610 

２ 流動資産        

 （１）現金預金     62,894,488   

流動資産合計       62,894,488 

資産合計       455,007,098 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 
―説８― 



―説９― 
 

負 債 の 部 

３ 固定負債        

 （１）企業債        

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債     2,500,188   

 （２）引当金        

  イ 修繕引当金     3,467,669   

固定負債合計       5,967,857 

４ 流動負債        

 （１）企業債        

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債     310,181   

 （２）未払金     2,627,000   

 （３）預り金     2,000,000   

 （４）引当金        

  イ 賞与引当金     531,000   

  ロ 法定福利費引当金     108,000   

流動負債合計       5,576,181 

５ 繰延収益        

 （１）長期前受金     142,098,833   

 （２）長期前受金収益化累計額     △108,490,023   

繰延収益合計       33,608,810 

       負債合計       45,152,848 

資 本 の 部 

６ 資本金       239,681,900 

        

７ 剰余金        

 （１）利益剰余金        

  イ 減債積立金   2,489     

  ロ 当年度未処分利益剰余金   170,169,861     

     利益剰余金合計     170,172,350   

      剰余金合計       170,172,350 

       資本合計       409,854,250 

       負債資本合計       455,007,098 

        

        

 
 



 
 
 
注記 
 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
 
  （１）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 
       定額法 
        主な耐用年数 
        建物 ５０年 
        構築物 １０年～５０年 
        機械及び装置 ５年～２０年 
 
 
 
  （２）引当金の計上方法 
      イ．貸倒引当金 
         債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 
      ロ．退職給付引当金 

職員の退職手当は、退職手当組合に対する普通負担金及び追加負担金のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全部を負担 
することとなっているため退職給付引当金は計上していない。 

      ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金 
         職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出のため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事 

業年度の負担に属する額を計上している。 
      ニ．修繕引当金 

設備等に係る修繕費用の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額を計上している。 
なお、平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。 

 
 
 

（３）消費税等の会計処理 
      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
 
 

―説１０― 



―説１１― 
 
 
２．その他の事項に関する注記 
 
 

（１）引当金の目的使用による取り崩し（予定） 
      当事業年度において、職員の期末手当・勤勉手当を支出するため賞与引当金５３１千円を使用し、これに伴う法定福利費を支出する

ため法定福利費引当金１０８千円を使用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 

平成３０年度 大津町工業用水道事業会計 予定損益計算書 
（平成 30 年 4 月１日から平成 31 年 3 月 31 日まで） 

 
 円  円  円 

１ 営業収益      

 （１）給水収益 61,938,000  61,938,000   

２ 営業費用      

 （１）原水費 28,481,000     

 （２）配水及び給水費 102,000     

 （３）総係費 7,899,000     

 （４）減価償却費 8,781,034  45,263,034   

    営業利益     16,674,966 

３ 営業外収益      

 （１）受取利息及び配当金 13,000     

 （２）長期前受金戻入 1,506,000  1,519,000   

４ 営業外費用      

 （１）支払利息及び企業債取扱諸費 134,000  134,000  1,385,000 

    経常利益     18,059,966 

    当年度純利益     18,059,966 

    前年度繰越利益剰余金     152,189,598 

    その他未処分利益剰余金変動額     1,725,915 

    当年度未処分利益剰余金     171,975,479 
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平成３０年度 大津町工業用水道事業会計 予定貸借対照表 
（平成 31 年 3 月 31 日） 

 
 円  円  円  円 

資 産 の 部 

１ 固定資産        

（１）有形固定資産        

  イ 土地   4,544,120     

  ロ 建物 17,071,478       

    建物減価償却累計額 △7,683,064  9,388,414     

  ハ 構築物 290,556,826       

    構築物減価償却累計額 △136,193,326  154,363,500     

  ニ 機械及び装置 183,368,201       

    機械及び装置減価償却累計額 △132,961,007  50,407,194     

     有形固定資産合計     218,703,228   

固定資産合計       218,703,228 

２ 流動資産        

 （１）現金預金     239,424,831   

流動資産合計       239,424,831 

資産合計       458,128,059 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 



 
 

負 債 の 部 

３ 固定負債        

 （１）企業債        

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債     2,810,369   

 （２）引当金        

  イ 修繕引当金     3,467,669   

固定負債合計       6,278,038 

４ 流動負債        

 （１）企業債        

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債     304,485   

 （２）未払金     2,436,858   

 （３）預り金     2,000,000   

 （４）引当金        

  イ 賞与引当金     531,000   

  ロ 法定福利費引当金     108,000   

流動負債合計       5,380,343 

５ 繰延収益        

 （１）長期前受金     142,098,833   

 （２）長期前受金収益化累計額     △106,984,023   

繰延収益合計       35,114,810 

負債合計       46,773,191 

資 本 の 部 

６ 資本金       239,377,415 

        

７ 剰余金        

 （１）利益剰余金        

  イ 減債積立金   1,974     

  ロ 当年度未処分利益剰余金   171,975,479     

     利益剰余金合計     171,977,453   

      剰余金合計       171,977,453 

 資本合計       411,354,868 

負債資本合計       458,128,059 
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注記 
 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

 

  （１）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

       定額法 

        主な耐用年数 

        建物 ５０年 

        構築物 １０年～５０年 

        機械及び装置 ５年～２０年 

 

 

 

  （２）引当金の計上方法 

      イ．貸倒引当金 

         債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 

      ロ．退職給付引当金 

職員の退職手当は、退職手当組合に対する普通負担金及び追加負担金のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全部を負担 

することとなっているため退職給付引当金は計上していない。 

      ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金 

         職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出のため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事 

業年度の負担に属する額を計上している。 

      ニ．修繕引当金 

         設備等に係る修繕費用の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額を計上している。 

なお、平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。 

 

 

 

（３）消費税等の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 

 



 

 

 

２．その他の事項に関する注記 

 

 

（１）引当金の目的使用による取り崩し 

当事業年度において、職員の期末手当・勤勉手当を支出するため賞与引当金６２３，６７８円を取り崩し、これに伴う法定福利費を

支出するため法定福利費引当金１２４，６４９円を取り崩した。 
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